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研究要旨 

 平時から事案発生時に迅速なリスクアセスメント・コミュニケーションに資する情報

収集・分析システムの構築を目標に、システムに流用できるリスク分析指標や情報源（情

報取得元）及びその活用方法についての検討を行なった。7つのリスク分析項目を検討

し、リスク分析に活用可能な情報源（公開データ）の調査を行なった。また、情報共有

の方法として情報ダッシュボードの活用性について検討を行なった。 

 

Ａ．研究目的  

 平時から事案発生時に迅速なリスクアセ

スメント・コミュニケーションに資する情

報収集・分析システムの構築を目標に、シス

テムに流用できるリスク分析指標や情報源

（情報取得元）及びその活用方法について

の検討を研究目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 オールハザード、リスク分析をキーワー

ドに、先行研究、書籍、論文などを参考にし

てリスク分析項目、利活用できそうなデー

タの調査を行なった。また、得られた情報を

インテリジェンス化するにあたり、近年主

流となりつつある情報ダッシュボード機能

の調査を行い、システム概要を設計した。 

 

（倫理面への配慮） 

 システム開発に関する研究であり該当し

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

 事案発生時のリスク分析項目として、以

下に挙げる 7項目を検討した。 

l 曝露人口 

l 物資各種需要量 

l 配給拠点の決定から被災者割り当ての

最適化 

l 物資配送ルート・帰宅ルートの決定 

l 災害対策本部などの命令系統本部設置

場所 

l 住宅損壊時の損失額の計算 

l 複合災害時の組み合わせリスク 

 上述したリスク分析項目を計算するにあ

たり、利用可能（入手可能）なデータを以下

に挙げる。どのデータもインターネット上

から入手できるものである。 

l E-stat https://www.e-stat.go.jp/ 

Ø 年齢別人口や境界データなどの基

本情報 

l 障がい者や持病持ち住民は国の資料か

ら割合で算出 

Ø 障がい者の状況( 内閣府)  
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https://www8.cao.go.jp/shougai/

whitepaper/r01hakusho/zenbun/si

ryo_02.html 

Ø 持病の種類別労働者割合( 厚生労

働省) 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/i

tiran/roudou/saigai/anzen/kenko

u07/r3.html 

l 国土数値情報  

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gmlol

d/datalist/gmlold_KsjTmplt-

N01.html  

Ø 道路情報や各公共施設のデータ 

l 災害情報 

Ø 全国概観版地震リスク評価( 防災

科研) 

https://www.j-

shis.bosai.go.jp/srm  

Ø 地震に関する地域危険度測定調査

(東京都) 

https://www.toshiseibi.metro.to

kyo.lg.jp/bosai/chousa_6/home.h

tm 

Ø 浸水域ナビ 

https://suiboumap.gsi.go.jp/Shi

nsuiMap/Map/ 

Ø 停電リスク予測 API( 株式会社ウ

ェザーニュース) 

https://jp.weathernews.com/news

/34258/ 

l サービス情報 

Ø 給水拠点(東京都) 

https://www.waterworks.metro.to

kyo.lg.jp/kurashi/shinsai/ichir

an.html 

 検討したリスク項目および入手可能なデ

ータより、事案発生時のインテリジェンス

提供システムについて、検討した結果を図 

1 に示す。 

 

図 1 システム概要図 
合わせて、情報ダッシュボーとのイメー

ジを図 2 に示す。 

 
図 2 ダッシュボードイメージ 

 

Ｄ．考察  

 リスク項目は、文献や論文を参考に 7 項

目を検討したが、事案発生時の対応内容に

合わせて必要なリスク分析項目は変化する。

過去の災害の対応内容を参考に、リスク分

析項目を追加していくことが必要である。 

 また、日本国内には、官民問わずリスク分

析に活用なデータを提供する情報源が存在

する。公開されているデータを活用して情

報共有に繋げていくことが期待される。 

 情報共有のダッシュボードについては、

共有する情報を地図・グラフ・数字で示すこ

とが可能で、提供する情報の種類に応じて

示す最適な方法を検討する必要がある。 

Ｅ．結論 

 事案発生時にインテリジェンスを提供す

るためには、多岐にわたる分析項目を検討

しなければならない。一方で、オープンデー

タとして入手可能なデータには限りがある。

そのほか、分析された情報の共有方法につ
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いても地図やグラフ、数字で示すことは可

能である。 

 今後、事案発生時のインテリジェンス提

供システムを活用する側へのヒアリングを

行いつつ、リスク分析項目の拡充及び分析

結果の見せ方の検討を行う。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表   

 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3. その他 ：なし 
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